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第8航海まで当座的性格の個別的企業制で行われ， 1613年に第 1次合本 the
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(2) 小島昌太郎「海運要論Jr部門経済学J改造社， 1931年， 96頁。
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(4 ) 大塚久雄，前掲吉， 328頁以降
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明治35年10月 帝因五分利附公債 50，000，000固 50，000 千四に付98踊 5 
" 39年 1月
北海道炭暗法道株






" 39年 8月 第一回東京市白 1，500，000跨 14，580 100に付100 5 
" 40年 7月
第一回南満州錨
4，000，000砺 39，052 H 97 5 
道株式自社社債
" 41年 6年 第二 回向上社債 2，000，000跨 19，526 " 98 5 
" 41年1月 第十三回興業債券 2，000，000砺 19，526 H 97 5 
" 41年12月
第三回南満州錨
2，000，000砺 19，526 " 97.5 5 道株式合社社債
" 42年 5月 大阪市位 3，084，940砺 30，220 N 97 5 
" 42年 7月 横演市債 716，500砺 7，000 " 98 5 
" 44年 1月
第四回南満州錨










50，000，000法 19，350 96.~ 5 I 東洋拓殖債券 4 
57，500，000固































大正21年 (24ヶ年) ー-"- ロンドン 本
行パース銀行呑上
銀行正金銀行
大正28年 (30ヶ年) " H 
ノfース銀行呑上 大阪市
銀行 収 入














パリー " 日 併 銀 行保証附
12 
〔注〕
(1) 住田正一， r日本海法史J五月書房， 1981年， 445頁。
(2)(3 ) 岡庭博「負の経営」朝日新聞，昭和61.1. 25"'2. 24。
(4 ) 日本興業銀行臨時資料室『日本興業銀行五十年史J1957年， 163頁。
(5 ) 日本興業銀行臨時資料室『日本興業銀行五十年史J1957年， 94"'95頁。
(6) r海運史料』博文舘，上巻311"'313頁。
































































































































































































































腹改善助成施設 scrapand build planが世界一般と同じような補助政策で以






































































































イギリスでは， 1839年創業のキュナードライン British & North 
























































































(1) r海運興国史j海事案報社， 1829年， 26頁。
(2) r日本郵船株式会社五十年史J142頁。
(3 ) 海事実報社，前掲書， 276"'277頁。
(4 ) 海事案報社，前掲書， 288頁。
(5) 海事業報社，前掲書， 294頁。
(6) r日本郵船株式会社五十年史J604頁。
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(15) クーリッシェル『ヨーロッパ中世経済史j東洋経済新報社， 382頁。





(21) 伊阪市助 f列国現行海運造船政策及海事金融制度j神戸集会所， 1929年， 1頁。
(2) 佐波宣平，前掲書， 273頁。
(23) 戸田貞次郎，前掲書， 75-77頁。


























であった EasternShipping Corporationをその運営力不足のため， 1956年
に同社損失を全填補して完全国有化 (1961年に固有の WesternShipping 













































































































指定航路に対する補助額は1960年度 1億2，875万ドル， 1961年度 1億5，000万













































Jア¥之土 38 上 下
営 業 収 益 954 1，025 
営 業 損f~ 用 753 808 
語
兵同竺L 業 益 201 217 
営業償外損益 ム 69 ム 66
減価 却費 108 116 
当期純利益 24 35 
(次期繰越欠損金) ( 45) ( 16) 
(減価償却不足額) ( 410) ( 290) 
社 数 ( 12) 




用 189 209 
営 業 益 78 77 
営業外損益 ム 25 ム 24
減価償却費 53 49 
当期純利益 。 4 
次期繰越欠損金) 0) (ム1)
(減価償却不足額) ( 163) ( 76) 
社 数 8) 
営 業 収 益 165 176 
船主世力
営 業 損f~ 用 113 119 
主 業 益 52 57 
営 業外損益 企 29 [':." 28 
減価償却費 19 30 
当期純利益 4 ム 1
(次期繰越欠損金) ( 19) ( 28) 
(減価償却不足額) ( 294) ( 268) 
社 主t ( 34) 
営 業
収TJR T 
益 1，386 1，487 
i口h 
営 業 用 1，055 1，136 
営 業 益 331 351 
営業外相益 ム 123 ム 118
計 減価償却費 180 195 
当期純利益 28 38 
(次期繰越欠損金) ( 64) ( 43) 
(減価償却不足額) ( 867) ( 634) 




































39 40 41 38 年度
減価償却不足 I解消在日 16，399 28，999 9，356 7，258 
残高 (66，218) (49，819 ) (20，820 ) (11，464) (4，206) 
元本約定延滞 I解消額 4，454 24，389 29， 103 21，696 
廷:xすf'司 (93，404 ) (88，950) (64，561) (35，458) (13，762 ) 
国 ~三t一。 助 成 額 8，854 12，761 13，607 
利子補給 1，561 3，172 6，058 
利子猶予 6，360 8，759 6，776 

















社数 笠数 重量トン 社数 笠数 重量トン 社数 隻数 重量トン
話約会bA 五社u 
中伎会社 61343.77 5，369，610 61504.06 12，764，377 61 536.6 14，690，905 
系列会社 271149.50 2，524，657 291209.00 5，186，630 29 225.7 6，312，215 
専属会社 551164.50 1，469，627 381141. 24 1，623，420 37 145.8 1，766，092 
















州諸国の海運業は共同して ACL(Atlantic Container Lines)を結成し，イギ









































































3 !~4.2(帥 h 蛇トン
総計













輸 出 輸 入
年- 日本船 外国用船 日本商船隊 日本船 外国用船 日本商船隊
街取比率(A) 的取比率(B) 杭取比率(A)+(B) 在i取比率(A) 前取比率(B) 有i取比率(A)+(B)
54 20.8 31. 5 52.3 38.8 34.2 73.0 
55 20.5 34.2 54.7 37.4 34.2 71. 6 
56 21. 5 33.1 54.6 36.6 33.0 69.6 
57 22.5 31. 5 54.0 40.4 28.8 69.2 
58 20.8 30.4 51. 2 43.8 26.0 69.8 
59 19.6 33.8 53.4 41. 3 25.4 66.7 















































































次大戦後期f1943年(昭18)12月から1944年(昭19)1月までの 1年間に， 1078 
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